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○募集期間：令和6年9月20日～令和6年10月21日

○提出された意見等の件数～個人：2人（2件），団体：0団体（0件）

※御意見につきましては，読みやすくするために，要約・修正等を行っています。

Ｎｏ． 御意見の要旨 市の考え方（回答）

1

外国人観光客の急増や団体旅行から個人旅行へのシフトと言った観光動
向の変化，広域観光の推進や観光で稼ぐ地域等，観光を取り巻く状況が大
きく変化する中，観光受入体制の整備や観光人材の育成等，多様化する
ニーズに対応した観光地作りを求められている。
・旭川市内に有名高級ホテルチェーンの新規参入を目指す。
・「オール旭川圏」を拡大する。
・朝・夜にしか体験出来無いコンテンツの造成，観光関連施設における高付
加価値化への支援，ニーズ調査，スポーツ合宿等の誘致や実施に対する
支援。

・御意見は，制度案の内容を書き写しているものと考えられるため，賛同し
ていただいているものとして受け止めさせていただきます。
・ホテルの誘致に関しては，今後の施策の参考とさせていただきます。

2

宿泊税に寄り確保した財源は，宿泊者数の増加や閑散期と繁忙期における
格差解消等と言った本市が抱える課題の解決や，納税者で有る宿泊者へ
還元する事等を目的とした新たに取り組む事業又は現在の取組からさらに
拡充して実施する取組に活用した。
・旭川市内に有名シティホテルチェーンの新規参入を目指す。
・観光振興事業が不足している。
・北の恵み食べマルシェは約２４日間の日程で，道北・道東全域を拡大して
いる。

・御意見は，制度案の内容を書き写しているものと考えられるため，賛同し
ていただいているものとして受け止めさせていただきます。
・ホテルの誘致に関しては，今後の施策の参考とさせていただきます。
・北の恵み 食べマルシェに関する御意見は，担当部署と共有いたします。

旭川市における宿泊税制度の考え方（案）に対して寄せられた御意見と旭川市の考え方
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旭川市宿泊税の考え方について
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旭川市観光スポーツ部観光課
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〇 観光振興のための新たな観光財源の確保策・検討の経過

・令和５年８月 市長から旭川市中小企業審議会に対し諮問

・令和５年１０月 第１回検討部会開催

・令和５年１２月 第２回検討部会開催

・令和６年１月 宿泊事業者（旭川ホテル旅館協同組合）との意見交換会

・令和６年３月 第３回検討部会開催

第４回検討部会開催

・令和６年４月 旭川市中小企業審議会より，答申書を市長に手交

・令和６年７月 市内宿泊事業者向け説明会を開催

・令和６年８月 市内宿泊事業者及び来訪者，宿泊者に対するアンケート実施

・令和６年9～10月 宿泊税制度の考え方（案）についての意見提出手続実施

・令和６年10月 旭川ホテル旅館協同組合から要望書を受領

・令和６年11月 旭川ホテル旅館協同組合に対し要望に対する回答書を手交

※検討の経過につきましては，観光課ホームページでも公開しています。

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/kankou/2300/d080079.html
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〇 検討部会における答申の概要について

◆旭川市の観光の現状と課題
・来訪者数に比べて宿泊客が少ないことから，通過型の観光スタイルの人が多い

・夏季の繁忙期に比べ主に冬季の閑散期との差が大きい

◆旭川市の財政状況と課題
・少子高齢化が進み，扶助費などの義務的経費が増加＝財政の硬直化が見込まれる

・恒常的に必要な財源が不足しており，安定的な財源の確保に課題がある

観光関連産業は裾野が広く経済波及効果が高いことから，振興を図ることで地域経済の活性化につながる

重要な産業であるが，本市においては観光振興に取り組むにあたって以下のような課題を抱えている。

将来にわたって本市経済の活性化を図るためには，新たな財源を確保し活用することで観光行政
上の課題を解決し来訪者を増加させ，さらに来訪者を増やすためのサービス提供に活用するとい
う好循環を生み出し，市内消費の拡大や関連産業の活性化につなげ，旭川観光基本方針で定めて
いる目指すべき将来像「旭川市が世界中から訪れたくなる観光地」への発展を目指す必要がある

そのためには法定外目的税である宿泊税による財源確保が概ね妥当であるが，以下を踏ま
えて検討すること。
・宿泊者にわかりやすく事業者の負担を軽減するため簡素な制度とし，支援や補助につい
ても併せて検討するとともに，丁寧な説明により理解を得る努力をすること

・制度設計や使途の検討に当たっては，宿泊事業者をはじめ観光関連事業者の意見を聴く
場を設けるなど公平な制度づくりになるよう取り組むこと
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項目 内容

① 税目名 宿泊税（法定外目的税）

② 課税客体
旭川市内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法の許可を受けて営む旅館・ホテル，又は簡易宿所
・住宅宿泊事業法の届出をして営む住宅宿泊事業に係る住宅

③ 課税標準 上記宿泊施設への宿泊数

④ 納税義務者 上記宿泊施設への宿泊者

⑤ 税率

一人一泊につき２００円
【参考】北海道の税率との合計

⑥ 非課税事項
・修学旅行やその他学校行事の参加者及び引率者
・保育所等の施設の行事に参加している３歳以上の幼児及び引率者

⑦ 徴収方法 特別徴収

⑧ 見直しの期間
原則として条例施行後５年ごとに見直しを行う。
ただし，見直しが必要と認められる場合はそれよりも短い期間で行う。

⑨ 徴収開始時期 令和８年４月（予定）

〇 旭川市における宿泊税制度の概要

２万円未満 ２万円～５万円未満 ５万円以上

旭川市 200円

北海道 100円 200円 500円

合 計 300円 400円 700円
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■ 旭川市における宿泊税制度について

本市における宿泊税とは，市内に所在する旅館・ホテルや民泊に宿泊した方（納税義務者）に対して課税する

制度です。宿泊者の皆様は宿泊した施設に宿泊料と一緒に宿泊税を支払い，宿泊施設は宿泊者から支払われた

税を一度お預かりし，納入期限までに本市へ納めていただきます。

【宿泊税の支払から納入までのイメージ】

宿泊施設

（特別徴収義務者）
宿泊者

（納税義務者）
旭川市

宿泊料金と

宿泊税を

支払い

預かった

宿泊税を

納入

※特別徴収とは，納税義務者である個人からではなく特別徴収義務者が代わって税金を預かり納入する仕組みを指し，特別徴収義務者とは

特別徴収で税を徴収し，納入する義務を負う方のことを指します。

■ 対象となる宿泊について
旭川市内に所在する，次の宿泊施設への宿泊行為が課税の対象となります。

・旅館業法の許可を受けて営む旅館・ホテル，又は簡易宿所

・住宅宿泊事業法の届出をして営む住宅宿泊事業に係る住宅（民泊）
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■ 北海道の宿泊税について

現在，北海道においても宿泊税の導入を検討していますが，北海道も宿泊税を導入する場合，宿泊施設（特別

徴収義務者）の負担を軽減するため，市・道の宿泊税はまとめて本市に納入する取扱いとします。

■ 非課税事項について

修学旅行や宿泊研修など，教育課程の一環として実施される学校行事に伴う宿泊について，北海道では公益性

を認め課税免除とする予定であることや，宿泊事業者の負担を軽減し宿泊者にとってもわかりやすい制度とす

るため，本市においても北海道の取扱いに準じて行事に参加する学生やその引率者の課税を免除することとし

ました。

※課税免除の対象とならない合宿やスポーツ・文化大会等に参加する学生に対しては，本市への誘致促進の

ため，宿泊税を活用した助成制度などの支援策を行います。

■ 税率について

宿泊者にわかりやすく宿泊事業者の負担を軽減するためにも簡素でわかりやすいという点を重視し，一律で宿

泊者１人あたり１泊につき２００円の宿泊税を徴収します。

なお，道が宿泊税を導入する場合の額を上乗せすると，以下のような金額となります。

自治体
２万円未満

２万円以上

５万円未満
５万円以上

旭川市 200円

北海道 100円 200円 500円

合 計 300円 400円 700円

宿泊料金
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〇 宿泊税の使途について
宿泊税により確保した財源は，旭川観光基本方針に基づいて本市が抱える課題「通過型観光から滞

在型観光への転換」「閑散期と繁忙期の入込（宿泊）客数の格差解消」などを解決し，本市への宿

泊者を増やすことや，納税者である宿泊者へ還元することを目的とした，新規の取組又は現在の取

組からさらに拡充して実施する取組に活用します。

・使途の明確化を図るため，宿泊税は旭川市観光振興基金に積み立てた上で本市の観光振興を目的

とした事業に活用し，その年度に活用した事業の内容と額を公表します。

・使途の検討に当たっては，特別徴収義務者である宿泊関連事業者などの関係事業者とも協議し，

地域のニーズに合わせた事業を構築します。

■ 使途の例（案）

① 来訪者が安心して快適に滞在できる環境づくり

多様なニーズに対応した

受入環境整備

来訪者の多様なニーズに応え，満足度を向上させる取組や，
事業者が取り組む環境整備に対して支援を行う
（例）宿泊施設等の観光関連施設のユニバーサル化
（バリアフリー化，多言語対応など）に対する支援

来訪者の利便性向上

本市で快適に滞在するための仕組みを構築する
（例）移動利便性の向上，観光案内機能の強化，
ガイド人材の確保

緊急時受入体制の整備

災害時などの緊急時に滞在者が安心して過ごせるよう
対策する
（例）宿泊施設への防災備蓄物品の整備，
災害等緊急時の情報提供網の強化
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閑散期の格差解消に
向けた取組

閑散期における宿泊者数を夏季に近づけるための取組
（例）割引クーポンの発行，来訪促進キャンペーンの実施

旭川市ならではの魅力を
活かした「滞在したくな
る」コンテンツの造成，
支援

本市独自の魅力を活用し，滞在先に選んでもらえる
ような仕組みを構築する
（例）朝・夜にしか体験できないコンテンツの造成，
旭川を拠点とした周遊モデル確立，観光関連施設における
高付加価値化への支援，スポーツ合宿等の誘致及び実施支援

宿泊型旅行商品等の
造成に対する支援

本市での宿泊を伴う旅行商品や，体験型コンテンツを組み合わせた宿泊プランなど，観光関連事業者など
が取り組む本市の魅力を活かした新たな旅行商品の造成に対する支援

② 誘客の促進・滞在日数の延伸につながる仕組みづくり

人材不足の解消，人材
育成に対する支援

観光業界の課題である人材不足を解消するための
事業や，事業者の取組に対する支援
（例）デジタルツール導入による省力化への支援，
スキル向上等を目的とした研修の開催

オーバーツーリズム対策

観光客の増加に伴う混雑や迷惑行為などを防止する
ための取組
（例）農地や自然環境を維持するための啓発，
施設や交通機関での過集中回避

緊急時における市内事業
者への支援

災害等により突発的に生じた観光需要の落ち込みなどの緊急時に備え，一定額を基金に積み立てることで，
市内の事業者に迅速な支援を実施することによる観光受入体制の維持

③ 持続可能な観光地づくり

記載されているものはあくまでも制度設計の参考とするための案であり，実際に行う事業内容につきましては
宿泊事業者などの関連事業者との協議や，市議会の審議を経た上で決定されます。

9



〇 宿泊税を活用した事業の規模について

使途の内容 見込額 備考

来訪者が安心して快適に滞在できる環境づくり 1億1,000万円

誘客の促進・滞在日数の延伸につながる仕組みづくり 1億6,300万円

持続可能な観光地づくり
事業費 7,300万円

基金への積み立て 1,000万円 総額5,000万円を目途に5年で積立

制度運営に伴う経費

特別徴収義務者に対する補助 1,140万円
特別徴収事務等に係る負担の軽減
（徴収額の3％で試算）

制度周知に係る広報費 200万円
制度周知ポスター，リーフレットの
発行，広告掲出等

事務的経費 1,000万円
徴収システム維持・整備費，事務用
品など制度運営に必要な事務費

※試算は過年度の事業や他都市の事例を参考にした概算により算出しています。
※国・道の補助金や寄附金，クラウドファンディング等の併用も想定しています。
※あくまでも検討の一助とするための案であり，実際に行う事業内容については関連事業者との協議及び議会の審議を経て決定されます。

１年当たりの事業費総額 約３億８千万円

■ 旭川市における収入見込額

・コロナ禍前のピーク（H30推計値） 190万人泊 × 200円 ＝ 3億８千万円
・R5推計値 160万人泊 × 200円 ＝ 3億2千万円

■ １年当たりの事業費の試算（想定）

年間３～４億円程度を想定
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〇 観光振興基金への積立について

観光振興基金

宿泊税

※賦課徴収に必要な

経費を除いた額

直接寄附

ふるさと納税

〇旭川観光基本方針で定める本市が目指すべき将来像「旭川市
が世界中から訪れたくなる観光地へ」を達成するため，新た
に取り組む事業や既存事業を拡大して実施するものに充当

〇税収を活用し来訪者（宿泊者）に満足していただき，宿泊者
の増加につなげ，好循環を生み出すための取組に充当

〇５年を目途に５，０００万円を積み立て，緊急時における市
内事業者への支援に活用

〇旭川観光基本方針に基づく旭川市の観光振興のための取組に
対し，寄附を募る（基金は受け皿として活用）

クラウド
ファンディング

〇特定の目的を達成するための取組に対し，寄附を募る（基金
は受け皿として活用）

使途を明確化するために観光振興のための基金を創設し，積み立てた宿泊税は他の財源と区別し，
旭川観光基本方針に基づく観光振興事業の財源として活用できるようにします。また，積み立て
て活用することにより，年度をまたぐような長期間の取組にも活用することが可能になります。
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〇 宿泊事業者の負担に対する補助について

申告・納税や徴収の事務的負担を軽減するために，既に宿泊税を導入している自治体では特別
徴収義務者に対して，納期内に納入された税額に対し2.5%～3%程度の交付金（補助金）の交
付を行うなどの対応がなされています。
本市においても，先行事例を参考にしながら交付金による負担軽減制度を導入します。
※交付金制度については，北海道においても内容を検討中です。

宿泊税の徴収に伴い，宿泊予約・管理システム等の新規導入や改修などに係る費用について，
補助金により支援することを検討します。
※これらの費用に対する補助制度については，北海道においても内容を検討中です。

〇 宿泊税制度導入までの流れ

■ システム改修費等に対する補助金

■ 特別徴収事務に対する交付金

旭川市宿泊税条例（仮称）につきましては，令和７年第１回旭川市議会に提出する予定です。
市議会での可決後に総務省へ協議申請を行い，総務省の同意が得られてから条例を施行するこ
とになります。
条例の制定後，制度の周知や宿泊事業者の皆様へ徴収事務の説明などを行う準備期間を設けた
後，令和８年４月から課税を開始することを想定しています。
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旭川市宿泊税条例（案）骨子

令和６年１１月
税務部税制課

観光スポーツ部観光課
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旭川市宿泊税条例（案）とは

要素 主に定めている内容

① 宿泊税を課する目的

② 条例中使用する用語の定義

③ から ⑧ 宿泊税の基本的事項

⑧ から ⑲ 特別徴収の手続

⑳ から ㉒
条例の補足事項

㋐ から ㋗

旭川市では，更なる観光振興に取り組むため，新たな観光財源の確保について検討しました。
主な検討経過は次のとおりです。

・令和３年 ２月～１０月 （仮称）旭川市観光振興条例検討部会において，宿泊税の活用を含む新たな観光財源の確保策について議論
・令和５年 ８月 ３１日 旭川市長から市の附属機関である旭川市中小企業審議会に対し，新たな観光財源の確保について諮問
・令和５年１０月 ２０日 第１回 旭川市観光振興のための新たな観光財源に関する検討部会（以下「検討部会」という。）開催
・令和５年１２月 ２６日 第２回 検討部会開催
・令和６年 １月 １６日 宿泊事業者（旭川ホテル旅館協同組合）との意見交換会開催
・令和６年 ３月 ４日 第３回 検討部会開催
・令和６年 ３月 ２７日 第４回 検討部会開催
・令和６年 ４月 ３０日 旭川市中小企業審議会から新たな観光財源の確保策として宿泊税が概ね妥当である旨答申
上記の結果を踏まえ，新たな観光財源の確保策として宿泊税の検討を開始し，以下のとおり関係者への意見を聞き取りました。

・令和６年 ７月 ２９日 宿泊税制度の考え方について，市内宿泊事業者との意見交換会開催
・令和６年 ７月～ ８月 来訪者，宿泊者，市内宿泊事業者に対し，アンケート調査を実施
・令和６年 ９月～１０月 旭川市における宿泊税制度の考え方について，意見提出手続を実施
これらの経過を踏まえ，新たな観光財源の確保策として宿泊税を導入する方向性を決定したため，宿泊税を課するために旭川市宿泊税条例（案）骨子

を作成し，市民の皆様のご意見を伺うものです。
※旭川市における宿泊税制度の考え方については以下を参照してください。（考え方に対する意見提出手続は終了しています。）
※宿泊税条例の公布には市議会の議決，施行については総務省の同意が必要になります。

宿泊税条例（案）の構成

宿泊税制度の考え方はこちら

（再）

要素とは条例（案）に盛り込もうとするものです。
要素の番号は後述の旭川市宿泊税条例（案）の解説をご覧ください。
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宿泊税の基本的事項

宿泊税の基本的事項

納税
義務者

納税義務者は旭川市内の宿泊施設に宿泊する宿泊者です。
※宿泊施設とは旅館・ホテル・簡易宿所営業の許可，又は住宅宿泊事業法の届出がある施設をいいます。
※宿泊料金が発生する宿泊に限ります。
※災害等による宿泊等特別の事情がある宿泊は，宿泊税を減免することがあります。
居住地，年齢，宿泊料金の多寡に関係なく課税されますが，以下の宿泊者は課税されません。なお，以下の取扱い

は北海道に準じており，北海道の検討内容によって変更となる場合があります。
⑴学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）が主催する修学旅行その他学校行事の参加児童等及び引率者
⑵次に掲げる施設が主催する施設単位又は年齢単位の行事に参加している満３歳以上の幼児及び引率者
㋐幼保連携型認定こども園
㋑家庭的保育事業，小規模保育事業，居宅訪問型保育事業，事業所内保育事業を行う施設  

    ㋒保育所（認可外保育施設）

要素
・②（用語）
・③（納税義務者等）
・④（課税免除）
・⑥（減免）

税率

１人１泊につき２００円ですが，北海道が宿泊
税を導入している場合は，旭川市の宿泊税とは
別に北海道の宿泊税が課税されます。
旭川市と北海道の宿泊税を合計した場合の税率
は右表のとおりです。

要素⑤（税率）

納付
方法

納税義務者（宿泊者）が宿泊施設に納付し，宿泊施設から旭川市に納入します（特別徴収）。
旅館業の許可，住宅宿泊事業法の届出をしている者（宿泊事業者）が特別徴収義務者となります（宿泊施設の経営を
全面的に委託している場合など，宿泊税の徴収に便宜を有する者が別にいる場合は，便宜を有する者を旭川市が特別
徴収義務者として指定することがあります。）。

要素
・⑦（徴収の方法）
・⑧（特別徴収義務者）

宿泊者（納税義務者）

宿泊料金
+ 宿泊税

宿泊事業者
（特別徴収義務者）

宿泊税

旭川市

世界中から訪れたくなる
観光地の実現に向けて活用

要素①（宿泊税）

要素①から⑧までの概要
宿泊者・宿泊事業者対象

宿泊料金区分
（税抜き）

税率

北海道 旭川市 合計

２万円未満 １００円 ２００円 ３００円

２万円以上 ５万円未満 ２００円 ２００円 ４００円

５万円以上 ５００円 ２００円 ７００円
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特別徴収の手続 要素⑧から⑲までの概要
宿泊事業者対象

特別徴収事務フロー（案）

準
備
行
為

申
告
納
入

条例施行日又は経営開始日の前日までに経営申告書を提出します。（要素⑨㋒㋓）
※経営申告書：特別徴収義務者や宿泊施設の賦課徴収に必要な情報を報告する申告書
以下必要に応じて，手続を行います。

⑴ 実質的経営者である旨の申し立て（要素⑧）
宿泊施設の経営を全面的に委託している場合等，本来の特別徴収義務者とは別に宿泊税の徴収に便宜を
有する者がいる場合は，便宜を有する者からその旨申し立て，実質的経営者を特別徴収義務者として指
定します（指定を受けた者は指定を受けた日から10日以内に経営申告書を提出します。）。

⑵ 納税管理人の選任（要素⑩⑪）
特別徴収義務者が市内に住所，居所，事務所又は事業所を有しない場合は原則として納税管理人の申告
又は申請が必要です（不申告の場合は罰則あり。）。
※いずれも申告内容に変更があった都度，申告が必要です。

特別徴収義務者（宿泊施設） 旭川市

特別徴収義務者情報の登録

経営申告受理通知送付

〇宿泊があった場合

宿泊者から宿泊税を徴収します。（要素⑧）

当月徴収した宿泊税は翌月末までに旭川市へ申告
納入します。一定の要件を満たす事業者は，申請

     により納入期限が右表のとおりになります。
                                                                     （要素⑫）

宿泊税を徴収すべき期間 納入期限

前年12月１日から２月末日まで ３月末日

３月１日から５月末日まで ６月末日

６月１日から８月末日まで ９月末日

９月１日から11月末日まで 12月末日

北海道が宿泊税を導入している場合，それぞれに手続を行う必要はなく，旭川市に対してのみ行います。（申告納入額は北海道と合算します。）

〇徴収不能額の還付又は納入義務の免除（要素⑬）
宿泊者の失踪・拘禁等，特別徴収義務者が宿泊税の全部又は一部を受け取ることができなかったことに

ついて正当な理由があると認められる場合，又は申告納入期限までに特別徴収義務者が受け取った宿泊税
を，天災，火災，盗難等避けることができない理由により失ったと認められる場合には，納入義務を免除
し，その場合において，既に宿泊税を納入している場合は，当該宿泊税を還付します。
なお，還付する場合において，特別徴収義務者に市税の未納金がある場合，還付する額をこれに充当し

ます。

宿泊税の受領

審査

結果の通知

１
２

３

５

４

６
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特別徴収事務フロー（案）

帳
簿
書
類
の
保
存

特別徴収義務者（宿泊施設） 旭川市

帳簿の備付け及び保存並びに書類の作成及び保存
※７に関しては，旭川市宿泊税条例と北海道宿泊税条例のそれぞれが適用されます。

⑴ 帳簿を備え付け，５年間保存します（電子帳簿保存法に沿った保存も可能）。
（要素⑮から⑱）
帳簿：次の事項の記載があるもの（次の記載があれば既存の帳簿でも差し支えありません。）
㋐宿泊年月日 ㋑課税対象となる宿泊料金 ㋒宿泊数 ㋓宿泊税の課税対象となる宿泊数
㋔宿泊税額
代替帳簿の例）総勘定元帳，仕訳帳，現金出納帳，売掛金台帳，売上帳 等

⑵ 書類を作成し，２年間保存します（電子帳簿保存法に沿った保存も可能）。
（要素⑮から⑱）
書類：次の事項の記載があるもの（帳簿を補完する資料で，次の記載があれば既存の書類でも

差し支えありません。）
㋐宿泊年月日 ㋑課税対象となる宿泊料金 ㋒宿泊数 ㋓宿泊税額
代替書類の例）売上伝票 利用明細書 請求書 等

※帳簿書類を保存しなかった場合や虚偽の記載を行った場合は罰則あり（要素⑲）

課
税
の
調
査

必要に応じて
〇適正に宿泊税が課税徴収されているか調査
（地方税法第733条の4）
適正な課税ではなかった場合は，税額の変更
や，追加を行うほか延滞金 ，各種加算金を徴
収する。（地方税法第733条の16から19）

休
廃
止

〇経営を休止（再開）する場合
遅滞なくその旨を届け出ます。（要素⑨）

〇経営を廃止する場合
廃止してから10日以内に届け出ます。（要素⑨）

特別徴収の手続② 要素⑧から⑲までの概要
宿泊事業者対象

休廃止日までの宿泊税は休廃止の日から
１月以内に申告納入します。（要素⑫） 〇宿泊税の受領

宿泊税徴収開始前の手続 納入期限ごとに繰り返す手続

※その後変更あれば都度手続

基本となる特別徴収事務

〇調査への協力
帳簿・書類（電磁的記録及び電子計算機出力マイクロフィルムを含む。）の閲覧・提供等
※調査を拒否した場合や虚偽の報告を行った場合は罰則あり（地方税法第733条の5）

〇調査の結果，不足税額等があった場合は，期限までに徴収金を納入します。（要素⑭）

７

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７
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要素 概要 考え方

①
宿泊税

地方税法第５条第７項及び旭川市観光振興条
例第12条の規定に基づき，宿泊税を課する。

旭川観光基本方針に定めている目指すべき将来像「旭川市が世界中から訪れたくなる観光地へ」の実現に向
け，宿泊税を導入する。

②
用語

条例中使用する次の用語を定義
・旅館業
旅館業法の許可を受けて営む旅館・ホテル
営業又は簡易宿所営業

・住宅宿泊事業
住宅宿泊事業法の届出をして営む住宅宿
泊事業

・宿泊施設
旅館業法に係る施設又は住宅宿泊事業法
に係る住宅

・宿泊
寝具を使用して宿泊施設を利用すること

・宿泊料金
宿泊の対価として支払うべき金額

【旅館業・住宅宿泊事業】
旅館業を営む者は旅館業法による許可，住宅宿泊事業を営む者は住宅宿泊事業法による届出が必要であり，
これらの事業は，各法律において宿泊者名簿の記載が義務づけられていることから，納税義務者となる宿
泊者を補足できる旅館業法の許可を受けた施設（下宿営業の許可を受けて営む下宿営業を除く。）及び住
宅宿泊事業法の届出をした住宅を対象とする。
※下宿営業の許可を受けて営む下宿営業を除く理由
当該施設への宿泊は，１月以上の長期の宿泊期間を前提とし，一般的には通勤，通学の拠点として宿泊
施設で宿泊を行うものであり，当該施設に生活の本拠はないとしても，実態として生活の本拠に近いも
のとして利用されているとみなすことができるため。

【宿泊】
課税対象となる宿泊の判断基準は以下のとおり。
⑴その利用行為が契約上宿泊での取扱いあるもの。
⑵⑴以外の場合でその利用行為が日をまたぐ６時間（観光庁のモデル宿泊約款における１泊分の宿泊料金

が追加となる場合の延長時間）以上の利用であるもの。

【宿泊料金】
宿泊行為に係る対価，又は負担として宿泊者の意思に関わりなく請求されるもの。

旭川市宿泊税条例（案）の解説

宿泊料金に含む例 宿泊料金に含まない例

清掃料 消費税，入湯税等の税

寝具使用料 食事代

寝衣代 施設の利用料

サービス料・奉仕料 チップ・祝儀

当該宿泊施設の特別徴収義務者以外の者から当該宿
泊に関して負担する補助金等（例：全国旅行支援）

宿泊以外のサービス料に相当する額
（動物園入園券付宿泊における入園券費用等）

いわゆる
素泊まり料金
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要素 概要 考え方

③
納税義務者等

宿泊施設において宿泊料金を受けて行われる宿泊に対し，
その宿泊者に課する。

宿泊行為は他の観光行動と比較して課税対象者の補足が容易であるほか，宿泊者は日
帰り客と比較し，滞在時間が長いことから本市の行政サービスを受ける程度が大きい。

④
課税免除

次の者には宿泊税を課さない。
⑴学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）が主
催する修学旅行その他学校行事の参加者及び引率者

⑵次に掲げる施設が主催する施設単位又は年齢単位の行事
に参加している満３歳以上の幼児及び引率者
ア幼保連携型認定こども園
イ家庭的保育事業

小規模保育事業
居宅訪問型保育事業
事業所内保育事業 これらの事業を行う施設  

   ウ保育所（認可外保育施設）

北海道も同時に宿泊税を課する予定であることから，北海道と旭川市の課税要件に乖
離が生じると，宿泊事業者の事務が煩雑になり負担が生じるため，北海道と同様の課
税免除要件を設けることとした。そのため，北海道の検討内容によって，課税免除要
件が変更となる場合がある。
なお，⑴の参加者とは，幼児，児童，生徒及び学生を，引率者とは学校等の関係者や，
介助等を必要とする参加者の対応を行う看護師や保護者のことをいい，添乗員やカメ
ラマンは課税免除の対象外とする。
また，対象となる行事の例は修学旅行，宿泊研修，林間学校などの集団宿泊的行事や
社会科見学などの教育課程として実施される行事で，部活動や大会は対象外とする。

⑤
税率

宿泊者１人１泊につき200円とする。
旭川市観光振興のための新たな観光財源に関する答申を踏まえ，税率200円の定額制を
基本とし，納税者の負担能力を考慮する。

⑥
減免

天災その他特別の事情がある場合において，宿泊税の減免
を必要とすると認める者に限り，宿泊税を減免することが
できる。

災害等に伴う宿泊については，災害による宿泊者の担税力の低下やその目的がやむを
得ない避難等であり，災害時の宿泊については，減免することを検討する。

⑦
徴収の方法

特別徴収の方法による。
納税義務者には市外（道外）や国外の宿泊者も含まれるため，直接徴収の方法は適さ
ず，宿泊料金と併せて宿泊税を徴収する方法が合理的である。

⑧
特別徴収義務者

特別徴収義務者は旅館業又は住宅宿泊事業の経営者で，特
別徴収義務者は宿泊税を徴収しなければならない。ただし，
経営者のほかに実質的な経営者がいる場合など，宿泊税の
徴収に便宜を有する者を市長が特別徴収義務者に指定する
こともある。

宿泊料金と併せて宿泊税を徴収するため，宿泊施設の経営者又は宿泊施設の実質的経
営者が宿泊税の徴収に便宜を有しており，それらの者を特別徴収義務者とすることが
合理的である。
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要素 概要 考え方

⑨
特別徴収義務者
の申告等

特別徴収義務者になる者は，経営を開始する前日まで（⑧ただし書きによる指定
を受けた特別徴収義務者は指定を受けた日から10日以内）に，宿泊施設ごとに以
下の事項を記載した申告書（経営申告書）を提出しなければならない。
⑴住所（所在地），氏名（名称）及び個人番号（法人番号）
⑵宿泊施設の所在地及び名称
⑶客室数その他設備の概要
⑷経営開始（予定）年月日 等
また，申告した内容に異動があったときは，その旨遅滞なく申告するほか，営業
を１月以上休止する際はその旨遅滞なく，営業を廃止した際は10日以内に届け出
なければならない。

特別徴収義務者から経営する宿泊施設の状況について申告を受
け，宿泊施設ごとに施設番号を付番し，当該番号を宿泊施設へ
通知する。その施設番号は，特別徴収義務者からの各種申告や
納入に用いることとするため，宿泊施設ごとの課税（納入）状
況の確認が容易となる。
また，申告事項の変更，施設の休廃止については，特別徴収義
務者からの申告がない限り，旭川市で補足することが困難であ
るため，届出を必要としている。

⑩
納税管理人

特別徴収義務者が市内に住所等を有しない場合は，納税に関する一切の事項を処
理させるために原則として市内に住所等を有する者を納税管理人として定め，市
長に申告し，又は市外に住所等を有するものを納税管理人として定める場合は地
方団体の長の承認を受けなければならない。また，納税管理人に異動が生じた際
も同様である（納税管理人を定める必要が生じた日や異動の日から10日以内の手
続が必要。）。

地方税法第733条の６に「法定外目的税の特別徴収義務者が市内
に住所等を有しない場合は，納入に関する一切の事項を処理さ
せるために原則として市内に住所等を有する者を納税管理人と
して定め，地方団体の長に申告し，又は市外に住所等を有する
ものを納税管理人として定める場合は地方団体の長の承認を受
けなければならないとされている（変更時同様）。」旨規定さ
れている。

⑪
納税管理人に係
る不申告に関す
る過料

正当な理由なく，納税管理人を申告しなかった者に対しては10万円以下の過料を
科する。

地方税法第733条の８に「納税管理人を正当な理由なく申告をし
なかつた場合においては，その者に対し，地方団体の条例で10
万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。」旨
規定されており，他の税目や宿泊税既導入自治体と同額の過料
とする。

⑫
申告納入

毎月末日までに，前月分の宿泊税に関する申告と納入をする。
ただし，一定の要件を満たす事業者は，申請により納入期限を下表のとおりとで
きる。なお，宿泊施設の営業を１月以上休止又は廃止した場合には，休止する日
又は廃止した日まで
の宿泊税について，
その日から１月以内
に申告と納入をしな
ければならない。

宿泊税の安定的な確保という点においては，毎月納入すること
が望ましいが，宿泊事業者の事務量が増大することから，納入
期限について，宿泊事業者の意見を聞き取ったところ，毎月納
入すべきと考える宿泊事業者と，出来るだけ期間を空けて納入
したいという宿泊事業者がいずれも一定数存在したことから，
原則毎月の納入とし，一定の条件（規則で定める）を満たした
事業者を３月に１度の納入とすることで，宿泊税の確保と，宿
泊事業者の事務負担緩和の両立を図る。

宿泊税を徴収すべき期間 納入期限

前年12月１日から２月末日まで ３月末日

３月１日から５月末日まで ６月末日

６月１日から８月末日まで ９月末日

９月１日から11月末日まで 12月末日 20



要素 概要 考え方

⑬
徴収不能額等の還付
又は納入義務の免除

特別徴収義務者が宿泊税を受け取ることができなくなったことについて正当な理由がある場
合又は徴収した宿泊税額を天災その他やむを得ない理由により失った場合は，申請により既
にその宿泊税が納入されている場合は還付（未納の徴収金がある場合は充当）し，まだ納入
されていない場合はその納入義務を免除する。

特別徴収義務者は納税者から宿泊税の受け取り
ができない場合であっても，宿泊税を納入する
義務を負うが，やむを得ない事情については，
納入義務を免除し，申告納入による過大な負担
の緩和を図る。

⑭
不足金額等の納入の
手続

・過少な申告，不申告，不正な処理による申告を行った際に課される各種加算金について納
入の告知を受けた際には，その通知書に記載された期限までに，各種加算金額を納付しな
ければならない。

・不申告や申告誤り等により，納入すべき宿泊税に不足が生じ，不足税額について納入の告
知を受けた場合には，その通知書に記載された期限までに不足税額を納入するほか，本来
の納期限の翌日から納入の日までに係る延滞金を加算して納入しなければならない。

地方税法第733条の16及び17に規定される更正及
び決定に伴う不足金額の徴収，地方税法第733条
の18及び19に規定される各種加算金の徴収につ
いては，地方税法上で義務付けられており，当
該不足金額等の納入の規定を定める。

⑮
特別徴収義務者に係
る帳簿の記載義務等

・特別徴収義務者は宿泊施設ごとに次に掲げる事項を記載した帳簿を備え，納入申告書を提
出した月の翌月１日から起算して３月を経過した日から５年間保存しなければならない。
⑴宿泊年月日，宿泊料金，宿泊数，宿泊税の課税対象となる宿泊数及び宿泊税額
⑵市長が必要と定める事項

・特別徴収義務者は，宿泊に係る売上伝票その他の書類であって，帳簿に記載されるべき事
項を記載したものを作成し，当該書類に係る宿泊が行われた月の翌月１日から起算して３
月を経過した日から２年間保存しなければならない。

適正な申告を確保するため，帳簿の記載及び帳
簿を補完する書類の作成，保存が必要である。
なお，保存期間については，既導入自治体同様
の帳簿は５年間，書類は２年間とする。

⑯
帳簿及び書類の電磁
的記録による保存等

一定の条件下のもと，電子計算機で作成した帳簿の電磁的記録による備付け及び保存をもっ
て，帳簿の備付け及び保存に代えることができ，電子計算機で作成した書類の電磁的記録の
保存をもって，書類の保存に代えることができる。また，一部の書類のスキャナ保存を認め
る。 帳簿及び書類の備付け及び保存について，紙面

ではなく，電子計算機により作成し，その電磁
的記録の備付け及び保存若しくは電磁的記録の
備付け及び電子計算機出力マイクロフィルムに
よる保存を希望する特別徴収義務者を想定する。
なお，⑯及び⑰における一定の条件下とは，電
子帳簿保存法に則る。

⑰
帳簿及び書類の電子
計算機出力マイクロ
フィルムによる保存

一定の条件下のもと，電子計算機で作成した帳簿の電磁的記録による備付け及び電子計算機
出力マイクロフィルムによる保存をもって，帳簿の備付け及び保存に代えることができ，電
子計算機で作成した書類の電磁的記録に係る電子計算機出力マイクロフィルムの保存をもっ
て，書類の保存に代えることができる。

⑱
市税に関する法令の
規定の適用

⑯及び⑰に従って保存等が行われている電磁的記録又は電子計算機出力マイクロフィルム
（以下「電磁的記録等」という。）については，市税に関する法令の適用をする際において
も，当該電磁的記録等を関係帳簿又は関係書類とみなす。
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要素 概要 考え方

⑲
帳簿の記載義務違
反等に関する罪

以下に該当する者は１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金刑を科する。
⑴帳簿について，正当な理由なく，帳簿を備えず，記載をせず，若しくは虚

偽の記載又は帳簿を隠匿した者
⑵書類について，正当な理由なく，作成をせず，若しくは虚偽の作成又は書

類を隠匿した者
⑶帳簿又は書類を条例に定める期間保存しなかった者

帳簿又は書類は正確な税額計算，申告等に係る調査など，税の公
平性を保つためにも必要であり，その正確な記載等が行われなけ
れば制度の存在を損ねることにつながるため，既導入自治体同様
に罰則規定を設ける。

⑳
間接地方税及び夜
間執行の制限を受
けない地方税

・徴税吏員（地方税の賦課徴収事務を行う職員）は犯則事件（租税犯に関す
る事件）について，現行犯がある場合，その証拠となるものを集取する場
合に必要で，急速を要し，裁判所の許可状の交付を受けることができない
場合は，その場において，臨検，捜索，差押えをすることができる。

・臨検，捜索，差押えについては，原則，日没以降日出まで行うことはでき
ないが，一部条件付きで夜間であっても行うことができる。

徴税吏員が現行犯で臨検，捜索，差押えをすることができる税目
である旨，条例で指定しなければ，現行犯で臨検，捜索，差押え
をすることができない。
また，臨検，捜索，差押えの夜間執行についても，条例で指定し
なければ行うことができない。

㉑
賦課徴収

宿泊税の賦課徴収に関しては，旭川市宿泊税条例のほか，地方税法，地方税
法施行令，旭川市税条例など他の法令の規定についても適用する。
なお，旭川市税条例の総則部分について，宿泊税についても適用できるよう，
一部旭川市税条例を読み替える。

宿泊税に関わらず，税については地方税法，旭川市税条例などの，
既存法令があり，基本的には既存法令を前提とした宿泊税条例で
あることから，地方税法や市税条例の規定についても適用される。

㉒
条例施行の細目

条例を実施するための手続や必要な事項については，別途規則を定める。 詳細な手続に関しては別途規則を定める。

※以下は条例の本則を補う附則の概要

要素 概要 考え方

㋐
施行期日

条例の施行期日を定める。
ただし，㋒準備行為及び㋓経過措置は施行前の準備行為であ
るため，公布の日から施行する。

条例の施行には総務大臣の同意が必要であることから，条例で施行日を定めることが
できないため，規則で施行日を定める。
ただし，宿泊税を徴収するための準備行為については公布の日から可能とする。
なお，条例施行日は最短で令和８年４月を予定する。

㋑
適用区分

条例は施行日以後の宿泊について適用する。
（施行日の前日から施行日にかけて行われる宿泊を除く。）

いつの宿泊分から条例が適用となるかを定める。
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要素 概要 考え方

㋒
準備行為

施行日前においても行うことができる行為
⑴⑧ただし書きによる特別徴収義務者の指定
⑵⑨前段による申告
⑶⑩による納税管理人の申告及び承認
⑷これらに関し必要な手続その他の行為

宿泊税を徴収するための準備行為であることから，条例公布の日から施行し，
条例施行日に備える。

㋓
経過措置

条例公布日において既に旅館業若しくは住宅宿泊事業を営ん
でいる者は，施行日の前日までに⑨前段に係る申告書を提出
し，その申告内容に異動があったときは速やかにその旨市長
に申告しなければならない。

⑨前段は，条例施行日以後に旅館業等を営もうとする者を想定しており，公布
日時点で旅館業等を営んでいる者に関しては，経営開始前に遡ることができな
いことから，施行日を経営開始日とみなして同様の対応を行う。

㋔
賦課徴収の方法の特例

北海道が課する宿泊税（以下「道宿泊税」という。）がある
場合は，その賦課徴収を旭川市宿泊税と併せて行う。

旭川市内の宿泊施設における道宿泊税の賦課徴収については，本市に委任され
る見込みであることから，本市において，道宿泊税，旭川市宿泊税の賦課徴収
事務を行う。

㋕
道宿泊税に係る督促，
滞納処分等

旭川市は道宿泊税についても，旭川市宿泊税と併せて督促状
を発し，滞納処分等を行う。

㋖
延滞金の割合の特例

当面の間，⑭における延滞金の割合は，各年の特例基準割合
を基準とする。

不足金額に係る延滞金に特例基準割合を適用させる。
なお，当初賦課分に係る延滞金については，㉑により旭川市税条例第11条を読
み替えることで，旭川市税条例附則第２条の２が適用となるため，当初賦課分
に係る延滞金についても特例基準割合は適用される。

㋗
検討

条例施行後５年ごとに，社会経済情勢等を勘案し，宿泊税に
係る制度について検討を加え，必要に応じて所要の措置を講
じる。

宿泊税の効果を踏まえ，条例施行後５年ごとを目途としてとして見直しを行う。
ただし，見直しが必要と認められる場合は，５年以内であっても見直しを行う。

条例の要素や順序については，パブリックコメントでのご意見，検察庁との協議，関係部局との協議，市議会での議論により，修正される場合もございま
すので，ご承知おきください。また，概要は条例に盛り込む内容を整理したものですので，このまま条例（案）になるものではありません。

条例施行までのスケジュール

令和７年２月予定
旭川市宿泊税条例（案）上程 

令和８年４月予定
条例施行

※条例（案）可決後，宿泊税徴収開始前には説明
会などを実施し宿泊税の周知を図ります。

※条例の施行には総務大臣
の同意が必要です。
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旭川市宿泊税条例（案）骨子に対して
寄せられた御意見と旭川市の考え方

税務部税制課

観光スポーツ部観光課
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募集期間 令和６年１１月２０日（水） から 令和６年１２月２３日（月）まで
意見提出数 個人：２１件，団体：３件

いただいた意見とそれに対する市の考え方は次ページ以降のとおりです。

※御意見については，読みやすくするほか，個人や団体の特定を避けるため，要約・
修正等を行っている場合があります。

※なお，いただいた御意見のうち，賛成のみの御意見は省略しております。
※今回のパブリックコメントは，宿泊税の賦課徴収の手続に係る旭川市宿泊税条例
（案）骨子に対する御意見の募集でしたが，いただいた御意見の多くは既にパブ
リックコメントが終了した「旭川市における宿泊税制度の考え方」に対する御意
見でした。それらの意見については，導入後の見直しの際の参考とさせていただ
きます。
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１ 宿泊税の導入に関するもの

No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

１

実感ですが，旭川市は観光メインではなく観光の中継地とし
ての役割が多くあると思います。
まず，旭川に来たのか，旭川近郊に来たのか，その点をデー

タでしっかり出して旭川の宿泊税の意図に合うか調査して欲し
いです。北海道の宿泊税に賛成ですが，旭川の宿泊税には疑問
です。
新たな観光資源は，他の市町村が頑張ってくれているので，

旭川市は持っている施設の増設に注力し，宿泊事業者からお金
を取ることばかり考えるのではなく，むしろ助成金等を活用し，
新規宿泊事業者を応援して，富良野方面，名寄方面，上川方面
へのアクセスを良くし，旭川に泊まればどこにでも行けるとい
うスタンスを取る方向で考えた方が良いと思います。
猿真似ではなく，地域に合わせた必要な政策を考えてくださ

い。
※財源厳しい 宿泊税って考えた人がいる それ良い 旭川も
真似しよう 頭悪いです。
財源厳しい もっと旭川にお金が落ちるシステムを作ろう
財源確保 頭良いです。

観光関連産業は裾野が広く，経済波及効果が高いことから，
地域の活性化を図るためにも重要な産業であるものの，財政の
硬直化などの厳しい財政状況の中，本市の観光における課題を
解決するため，新たな財源の確保が必要と考えました。
その財源の確保策として「旭川市中小企業審議会」から宿泊

税導入が妥当との答申をいただき，これまで検討を進めてきた
ものです。
また，御意見にありますとおり，北海道のほぼ中央に位置し

各地へのアクセスがしやすいことは本市の特徴の一つであり，
このような本市ならではの魅力を活かし，より多くの方に訪れ
ていただくための取組を行う必要があると考えています。
具体的な使途については，宿泊事業者の方々とも意見交換を

しながら決定するほか，その年度に活用した事業の内容と額を
毎年度公表いたします。

２ なぜ宿泊税を取るんですか。

観光関連産業は裾野が広く，経済波及効果が高いことから，
地域の活性化を図るためにも重要な産業であるものの，財政の
硬直化などの厳しい財政状況の中，本市の観光における課題を
解決するため，新たな財源の確保が必要と考えました。
その財源の確保策として「旭川市中小企業審議会」から宿泊

税導入が妥当との答申をいただき，これまで検討を進めてきた
ものです。
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

３
観光客が訪れたい街にしたいなら税をつけたら行きたいとは

思わないと思う。なんの役に立つのかわからない。

旭川市が持続可能な観光を推進し，世界中から訪れたくなる
観光地へと発展するためには，市民だけが負担するのではなく
本市に滞在する宿泊者にも一部を負担いただくことで財源を確
保する必要があることから，宿泊税を導入するものです。
いただいた宿泊税については，現時点で想定する事業イメー

ジではありますが，「来訪者が安心して快適に滞在できる環境
づくり」「誘客の促進・滞在日数の延伸につながる仕組みづく
り」「持続可能な観光地づくり」に関する使途を通じて，世界
中から訪れたくなる観光地の実現を目指してまいります。
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

４

人が来ればゴミも出る。冬であれば除雪も必要となる。行政
サービスを受けるには応分の負担は必要である。よって宿泊税
の導入には賛成であるが，金額はもう少し高くても良いのでは
ないだろうか。
道が採択しようとしている金額と同等でも良いと思う。
また，導入に際しては旭川市民は住民税など既に負担してい

るので「市民割」などの減免措置も検討して欲しい。繁華街で
飲食し，そのまま宿泊する市民も少なからずいると思うので，
免許証やマイナンバーカードによる住所確認を条件に一定程度
の減免措置があると良いと思う。

宿泊税の税率については，宿泊客の負担感や事業実施に必要
な規模を考慮して，１人１泊２００円と設定しております。
税率に関し，いただいた御意見については，導入後の見直し

の際の参考にさせていただきます。
また，宿泊税は居住地に関わらず，ホテルや旅館等での「宿

泊行為」に対して課税することとしており，税の公平性の観点
から，居住地によって異なる税率とすることは難しく適当では
ないと考えます。
なお，納税者には市民も一定数含まれることは承知しており

ますので，市民の方にとっても有益となる観光施策の実施は必
要であると考えておりますが，具体的な使途については，宿泊
事業者の方々とも意見交換をしながら決定し，その使途につい
ては，その年度に活用した事業の内容と額を毎年度公表いたし
ます。

５
旭川に住んでいる方が宿泊されたとき，少しでも税金が安く

なると良いと思いました。

宿泊税は居住地や国籍に関わらず，ホテルや旅館等での「宿
泊行為」に対して課税することとしており，税の公平性の観点
から，居住地や国籍によって異なる税率とすることは難しく適
当ではないと考えます。
なお，納税者には市民も一定数含まれることは承知しており

ますので，市民の方にとっても有益となる観光施策の実施は必
要であると考えておりますが，具体的な使途については，宿泊
事業者の方々とも意見交換をしながら決定し，その使途につい
ては，その年度に活用した事業の内容と額を毎年度公表いたし
ます。

６ 旭川の人だけでも安くして欲しい。

２ 税率・納税義務者に関するもの
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

７ 観光に来てる外国人への税率を上げる。 宿泊税は居住地や国籍に関わらず，ホテルや旅館等での「宿
泊行為」に対して課税することとしており，税の公平性の観点
から，居住地や国籍によって異なる税率とすることは難しく適
当ではないと考えます。８ 外国人の税率を上げる。

９
時期によって観光客の人数が異なるため，時期によって徴収

する料金を変えてはどうだろうか。
本市における宿泊税の税率は，検討部会での検討の結果，簡

素な税制度とすべきとの答申を受けており，宿泊客の負担感や，
事業実施に必要な規模を考慮して，１人１泊２００円と設定し
ております。
本制度は５年ごとに検討を加えますことから，いただいた御

意見については，導入後の見直しの際の参考にさせていただき
ます。

10 宿泊税の値段をもう少し下げて欲しい。

11 ２００円でちょうどいいと思いました。

12
観光客の迷惑行為が問題となり宿泊税を検討する地域がある

ことを受け，すべての人からではなく，迷惑行為を行った人か
らのみ宿泊税を徴収する制度にしたほうがいいと思う。

旭川市が持続可能な観光を推進し，世界中から訪れたくなる
観光地へと発展するためには，市民だけが負担するのではなく
本市に滞在する宿泊者にも一部を負担いただくことで財源を確
保する必要があることから，宿泊税を導入するものです。
迷惑行為を行った方のみへの課税については，迷惑行為の定

義，迷惑行為の判断，徴収の方法などに課題があり，現状では
困難であるものと考えております。
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３ 課税免除に関するもの

No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

13

学校や保育施設の行事などの場合，課税免除する点や，天災
などの特別なことが起きてしまった場合に減免するという点で
柔軟に対応しているのがとても素晴らしいと思いました。これ
は安心して観光客が来訪できることに繋がると思います。旭川
は食物などでも有名なものがあるので，これらを知ってもらう
機会を多く作り，観光客の増加による地域活性化に繋げていき
たいです。

本市は食の集積地としても魅力を有していることから，食に
よる観光振興についても，今後の事業検討の際の参考にさせて
いただきます。
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４ 使途に関するもの
No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

14
外国人旅行者には大賛成ですが，お仕事で御利用の長期のお

客様には申し訳ない気がしますが，お客様にお聞きしたら，き
ちんと使い途が解るのであればとの御意見も多少有りました。 宿泊税については，来訪者が安心して快適に滞在できる環境

づくりにも活用する予定ですので，お仕事で御利用されるお客
様にも御理解いただけるよう努めてまいります。
具体的な使途については，宿泊事業者の方々とも意見交換を

しながら決定するほか，その年度に活用した事業の内容と額を
毎年度公表いたします。

15

宿泊する際に２００円を取るのはいいが，ちゃんと使われて
いるのかがわからない。使われていたとしてもその効果が実感
できないのでもっと住民が効果を実感できるような事（ＨＰな
どでの報告，新聞やチラシなどに掲載するなど）をするのがい
いと思う。

16
納税者である宿泊者へ還元する事等を目的とした新たに取り

組む事業または現在の取組からさらに拡充して実施する取組に
活用して欲しい。

使途については，「来訪者が安心して快適に滞在できる環境
づくり」「誘客の促進・滞在日数の延伸につながる仕組みづく
り」「持続可能な観光地づくり」など，新たに実施する若しく
は拡充する事業の財源として活用し，これらの取組を通じて宿
泊者へ還元できるよう取り組んでまいります。
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

17

・入湯税は源泉の保護管理や環境衛生等の目的に使用するべき。
過去５年間の入湯税の使途を確認すると，入湯税の使途は観

光振興に限定されています。入湯税は，環境衛生施設の整備，
鉱泉源の保護管理施設の整備，消防施設その他消防活動に必要
な施設の整備，観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する
費用とされておりますが，市税概要を確認する限り観光振興に
しか使用されていないと思われます。
現状では鉱泉浴場を持つ施設は独自に鉱泉源の保護管理施設

の整備等をしなければならず，税の徴収もあり二重苦です。今
後，宿泊税は観光振興の主な財源とし，入湯税は環境衛生施設
の整備，鉱泉源の保護管理施設の整備に使用されるようにする
と公平になると思われます。

・福岡や函館方式の導入
福岡市や函館市のように入湯税の見直しを旭川市にも検討い

ただきたい。現状の入湯税使途だと，宿泊税使途目的と同じに
なるので整合性が取れず，負担者には二重課税と捉えられても
仕方なく旭川市のマイナスイメージになると思われます。
また，宿泊税の徴収事務を行うこととなる宿泊事業者の負担

増に関しても同様です。「世界中から訪れたくなる観光地」の
実現に懸念を抱きます。
以上，宿泊税に関しては概ね同意致しますが，以前より入湯

税の役割・使途に思うところもありましたので，宿泊税導入を
機にご検討いただきたく，憚りながらご意見申し上げます。

宿泊税については，観光振興の中でも既存の取組ではなく，
新たに実施する観光振興の財源として活用する一方で，入湯税
については，既存の観光振興の財源となっており，両税は同じ
観光振興の財源であっても，その役割は異なるものと考えてお
ります。
使途については重複するものではないと考えておりますが，

納税者から誤解を招くことのないよう使途の明確化等について
は，必要に応じて検討してまいります。
また，入湯税は宿泊税と役割の異なる税であることから，税

率等の見直しについては現時点で検討しておりませんので，御
理解の程お願いいたします。
なお，宿泊税の徴収事務を行うこととなる宿泊事業者の方々

には御負担をおかけすることとなりますが，宿泊税の一定割合
を特別徴収義務者に交付するなど，負担軽減の取組も予定して
おります。
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制度

５ 複数の意見があるもの

No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

18

そもそも宿泊税には反対です。道市民税で対応すべきですの
で。どうしても導入するなら，修学旅行の免税は不可解ですし，
追加するなら病院の付き添い，手術等の立ち合い等で宿泊が必
要な人は免税にすべきです。
また，観光地では市民とそれ以外では料金の設定が違います

ので宿泊税も，道民とそれ以外では差をつけた方が良いと思い
ます。

旭川市が持続可能な観光を推進し，世界中から訪れたくなる
観光地へと発展するためには，市民だけが負担するのではなく
本市に滞在する宿泊者にも一部を負担いただくことで財源を確
保する必要があることから，宿泊税を導入するものです。
課税免除については，北海道において修学旅行等に対する課

税免除を行うとして制度設計がなされ，本市が実施した事業者
アンケートにおいても７５％の事業者が課税免除の要件が北海
道と異なるとわかりにくくなるため北海道と合わせるべきと回
答していることも踏まえて設定しておりますが，御意見のとお
り，治療等による宿泊も想定されることから，それらの方に対
し，どのような支援策がとれるかについて検討してまいります。
税率につきましては，税の公平性の観点から，居住地に関わ

らず宿泊行為に対して等しく御負担いただくこととしており，
居住地によって異なる税率とすることは難しく適当ではないと
考えます。
本制度は５年ごとに検討を加えることとしており，いただい

た御意見については，導入後の見直しの際の参考にさせていた
だきます。

19

インバウンドの観光客に徴収と思う。消費税と同じ一人当た
り１０％徴収してもいいと思う。冬場に観光客が多くなると思
うので除雪を徴収した税で使ってもいいと思う。そして観光客
に向けてのルールやマナーの映像を作成して空港内，バスの中
などで流して欲しい。その税収でどのように市にそして市民に
対して良い影響を与えてくれるか気になる。

宿泊税は居住地や国籍に関わらず，ホテルや旅館等での「宿
泊行為」に対して課税することとしており，税の公平性の観点
から，居住地や国籍によって異なる税率とすることは難しく適
当ではないと考えます。
具体的な使途については，宿泊事業者の方々とも意見交換を

しながら決定するほか，その年度に活用した事業の内容と額を
毎年度公表いたします。
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

20

・課税免除について，修学旅行等の学校行事による宿泊の「等」を
具体的に知りたい。部活・競技等でスキーをする生徒の指導等は
地域・団体が一部営利目的で引率をされている。そのような団
体・競技者は免除対象にしてはと願います。

・税率について，一律２００円でなく宿泊料金１泊７,０００円以下
は課税しないで頂きたい。

・事務の煩雑化や物価高騰に困惑しており，年度決算が赤字決算の
宿泊施設や，宿泊利用客が年間５００人以下の宿泊施設では宿泊
税を徴収しないようにしていただきたい。

・カムイスキーリンクスでは段階的な利用料金の値上げが実施され，
どこかのリゾートスキー場みたいに高額費用がスキー愛好者に
とって負担になると思い，値上げをしていない宿泊施設がありま
す。宿泊税の導入により道民のスキー離れが加速しそうで危惧す
べき。

・旭川市を「世界中から訪れたくなる観光地の実現」とあるが，カ
ムイスキーリンクスは近年海外のスキーヤーの増加が目立つよう
です…良質雪・晴天率の良さ・コースの良さ等ますます海外から
の訪問を拡大させるべきコース規模の拡大・地域にホテルの誘致
を図るべき…市としてどのように世界中から訪れる観光地とする
のか疑問…周りの他市町村に先行され，その恩恵でホテル等宿泊
施設の影響受け，当市として特に観光地的なものも無く具現策が
感じられず，宿泊税を徴収してから「世界から訪れたくなる観光
地の実現に向けて活用」と基本的事項（目的）に有るが…宿泊税
がなくても考えられることは有ると思う。この度の宿泊税は旭川
市としては見合わせるべきと思う。まずは，旭川市に「希望が持
てる移住先」「自慢が出来る街」として人口増加（転出防止）対
策の熟考を重ねてみては。

課税免除及び免税点（※）については，宿泊事業者の負
担を軽減し，宿泊者にとってもわかりやすい制度とするた
め，北海道の取扱いに準じております。
修学旅行等の学校行事による宿泊の「等」は，学習指導

要領などの教育課程として実施される宿泊研修や林間学校
などを想定しており，御意見にあります部活や合宿による
宿泊については，北海道で課税免除の対象となっておらず，
本市でも課税免除としない予定です。
また，課税免除とする範囲については，運用の手引など

によりお示しする予定です。
一方，本市では市有スポーツ施設や文化施設が整ってい

ることや，交通利便性等の立地環境の良さを活かし，合宿
や大会の誘致を推進していることから，特に合宿や大会に
参加する子ども達の宿泊に対しては，助成制度などによる
配慮についても検討したいと考えています。
宿泊税の徴収事務を行うこととなる宿泊事業者の方々に

は御負担をおかけすることになりますが，宿泊税の一定割
合を特別徴収義務者に交付するなど，負担軽減の取組も予
定しております。
なお，税の具体的な使途に関しては，今後宿泊事業者の

方々からの意見も聞き取りながら検討してまいります。
本制度は５年ごとに検討を加えますことから，いただい

た御意見については，導入後の見直しの際の参考にさせて
いただきます。

※免税点：宿泊金額が一定金額以下のときには課税
しないこととする場合の，その一定金額
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

21

・税率は１人１泊につき２００円とする。
・天災その他特別の事情がある場合において，宿泊税の減免
を必要とすると認める者に限り，宿泊税を減免することが
出来る。

・徴収の方法は特別徴収による。
・９０億円を稼いで欲しい。

税率，減免及び徴収の方法については，御意見のとおり運用す
る予定です。
本制度は５年ごとに検討を加えることとしており，いただいた

御意見については，導入後の見直しの際の参考にさせていただき
ます。

22

・旭川市より ５万円未満 ２００円
５万円以上 ５００円 の宿泊税が課される。

・申告した内容に異動があった時は，その旨遅滞なく申告す
る他，営業を１か月以上休止する際はその旨遅滞なく，営
業を廃止した際は１０日以内に届け出なければならない。

・９０億円を稼いで欲しい。

宿泊税の税率については，宿泊客の負担感や事業実施に必要な
規模を考慮して１人１泊２００円と設定しておりますが，税率に
関する御意見は今後の参考意見として受け止めさせていただきま
す。
特別徴収義務者の申告等につきましては，御意見のとおり運用

する予定です。
本制度は５年ごとに検討を加えることとしており，いただいた

御意見については，導入後の見直しの際の参考にさせていただき
ます。

23

宿泊税の課税免除対象について。事務処理の煩雑化に繋が
るのは承知しています。
旭川市民が市内の宿泊施設を利用する際は，観光目的の他

に住宅設備の不調などやむを得ない事情もあるかと思います。
その際，天災その他特別の事情に当てはまるのでしょうか。
また，市民に向けて何かしらの支援，免除はあったりします
か。（旭川市民あさっぴー割など）
旭川へ観光に来た方はもちろん，旭川市民にとっても，雇

用の拡大や移動利便性の向上と言った形で反映していただき
宿泊税を導入してよかったと実感できる仕組みとなる事を期
待しています。

事務の簡素化については，運用の手引の作成や，事務処理説明
会を実施するほか，宿泊税の一定割合を特別徴収義務者に交付す
るなど，負担軽減の取組も予定しております。
また，税の減免は，災害からの避難や，道路の寸断などにより，

一定期間宿泊施設への宿泊を強いられる場合で，宿泊税を納める
力が低下したと認められる場合や公益上必要がある場合に都度そ
の必要性を判断し，適用することを想定しております。
なお，納税者には市民も一定数含まれることは承知しておりま

すので，市民の方にとっても有益となる観光施策の実施は必要で
あると考えておりますが，具体的な使途については，宿泊事業者
の方々とも意見交換をしながら決定し，その使途については，そ
の年度に活用した事業の内容と額を毎年度公表いたします。
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No 御意見の要旨 市の考え方（回答）

24

旭川市が新たな観光財源を確保し，「旭川市が世界中から訪
れたくなる観光地」の実現に向けて取り組むという考えには大
賛成です。今ある観光資源を最大限に活用し，より魅力のある
旭川市を作るのはとてもいい事だと思います。その財源の使い
道が示されていない事が気になります。
しかし，これらの財源により，旭川市への観光客が短期滞在

ではなく，長期滞在するような対策，例えば旭川市の歴史を訪
ね歩く，その過程で温泉地を訪れるなどいろいろあると思いま
す。
旭川の歴史，アイヌの歴史と関わり，ユーカラ織物の紹介な

どの資料作成，その英訳版の作成なども必要ではないかと思い
ます。
また，税について，宿泊者に一律同額でありますが，日本国

籍の方と外国籍の方との料金格差をつけるべきではないかと思
います。
日本国籍がある方々は何処かで住民税を支払っており，国内

の公共のインフラを当然使用できるはずです。一方で外国籍の
観光客については，安心・安全で清潔な日本での観光に対して
幾らかのコストを支払うべきではないかと思います。外国籍の
方達には高めの税金を設定して，裕福層の観光客を狙っても良
いのではないでしょうか。

使途については，現時点で想定する事業イメージではありま
すが，「来訪者が安心して快適に滞在できる環境づくり」「持
続可能な観光地づくり」のほか，御指摘の「誘客の促進・滞在
日数の延伸につながる仕組みづくり」にも活用することを検討
しております。
今後，具体的な使途については宿泊事業者の方々とも意見交

換をしながら決定するほか，その年度に活用した事業の内容と
額を毎年度公表いたします。
宿泊税は居住地や国籍に関わらず，ホテルや旅館等での「宿

泊行為」に対して課税することとしており，税の公平性の観点
から，居住地や国籍によって異なる税率とすることは難しく適
当ではないと考えます。
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